
２０１４年１月号 ４

平成２４年度の一般会計の決算状況は、歳入総額２５億８,７７０万
円、歳出総額２５億１,９７２万円です。平成２３年度決算に比べる
と、歳入で１,１３９万円の減、歳出では１億９,５７９万円の増とな
りました。

平平成２４年度決算報平成２４年度決算報告告
一般会計の決算状一般会計の決算状況況

歳入 ２５億８,７７０万円

歳出 ２５億１,９７２万円
住民一人あたりが負担した税金の額は、
２８万７,６２６円。一人あたりに使われた費
用は２２０万６,４１０円です。

※平成２５年３月末現在の
住民基本台帳人口１,１４２人

※平成２５年度１２月号に掲載いたしました「平成２５年度上半期の財政状況」についてお知らせします。
一般会計の歳入歳出予算額２８億８,７４０万円の中には、平成２４年度の繰越明許費３億３,８００万円が含まれています。

４億４,２１８万円人件費

２億５,７９４万円公債費

６,７５６万円扶助費

３億４,９３１万円投資・出資・貸付・積立金

３億１,３０２万円物件費

７,７７５万円維持補修費

２億６,００７万円補助金など

１億９,８２０万円繰出金

５億５,３６９万円普通建設事業費・災害復旧費

１４億７,６９７万円地方交付税

１億２,４１８万円国道支出金

２億２,６５６万円村債

６,１４４万円地方譲与税など

３億２,８４７万円村税

２億８,９６３万円財産収入や諸収入

５,４２２万円分担金や使用料

２,６２３万円繰入金

【特別会計の決算状況】

歳 出歳 入会 計

１億２,４３２万円１億３,２３１万円国民健康保険事業

８,１４３万円８,５５６万円村立診療所

７,６１５万円７,９６２万円簡易水道事業

９,２７１万円９,６８８万円公共下水道事業

９,３５４万円９,６６８万円介護保険

１,６７０万円１,６９０万円後期高齢者医療

１,９７６万円２,０９９万円歯科診療所事業
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【歳入歳出決算の内訳】

依存財依存財源源

７３.０1７３.０1％％

自主財自主財源源

２6.99２6.99％％

地方交付地方交付税税

５７.０８５７.０８％％

国道支出金

４.８０％

村村債債

８.７６８.７６％％

地方譲与税

など ２.３７％

村村税税

１２.６９１２.６９％％

財財産収入財産収入やや
諸収諸収入入

１１.１９１１.１９％％

分担金や使用料

２.１０％

繰入金

１.０１％

人件人件費費

１７.５５１７.５５％％

公債公債費費

１０.２４１０.２４％％

扶助扶助費費
２.６８２.６８％％

貸付、積貸付、積立立
金な金などど

１３.８６１３.８６％％
物件物件費費

１２.４２１２.４２％％

維持補修費

３.０９％

補助金な補助金などど

１０.３２１０.３２％％

繰出繰出金金

７.８７７.８７％％

普通建設事業費普通建設事業費・・
災害復旧災害復旧費費

２１.９７２１.９７％％

義務的経義務的経費費

３０.４７３０.４７％％

一般行政一般行政費費

４７.５６４７.５６％％

投資的経投資的経費費

２１.９７２１.９７％％

【歳入】 【歳出】



５ ２０１４年１月号

【村の借金はどれくらい？】

９０５万円一般公共事業債

６,６５７万円一般単独事業債

２,９３０万円学校教育施設整備事業債

１,０１３万円辺地対策事業債

１,５２６万円災害復旧事業債

５億７,７４４万円過疎対策事業債

３億３１０万円公有林整備事業債

２５億５,９１３万円その他

【村の貯金はどれくらい？】

１億８,９６４万円減債基金

８億６,７３０万円財政調整基金

２,７０５万円国際交流基金

２億８,８２９万円福祉基金

８,４９２万円農業振興基金

４,８０３万円林業振興基金

４億１,１５１万円その他

【村税の内訳】

９,０１０万円村民税

２億１,７９５万円固定資産税

１,０５１万円国有資産等所在市町村交付金

１６８万円軽自動車税

８２２万円村たばこ税

【滞納の状況】

２,５７１万円村税

７３０万円使用料と手数料

１７３万円財産収入

７７１万円諸収入

平成２３年度の滞納額の合計は２,２２７万円で、
平成２４年度は３４４万円増えています。
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■平成２４年度決算に基づく健全化判断比率
および資金不足比率

財 政 再 生
基準(参考)

早期健全化
基準(参考)

平成２４年度
指標

２０.０１５.０赤字なし実質赤字比率①

４０.０２０.０赤字なし連結実質赤字比率②

３５.０２５.０７.６実質公債費比率③

３５０.０負担なし将来負担比率④

経営健全化基準(参考)平成２４年度指標資金不足比率⑤

２０.０
資金不足なし簡水会計

資金不足なし下水道会計

自治体の財政悪化を未然に防ぐ

とともに、悪化した団体に対して

早期に健全化を促すため財政健

全化法が平成２０年４月から施行

されました。

平成２４年度決算により算定した

占冠村の健全化判断比

率と資金不足比率の概

要をお知らせします。

◆健全化判断比率

◎ 実質赤字比率（早期基準＝１５％再生基準＝２０％）

実質赤字比率は、一般会計と公営事業以外の特別会計（以下「一般会計等」という。）を対象

とした実質赤字額（歳入－歳出）を標準財政規模で除して算定されます。

◎ 連結実質赤字比率（早期基準＝２０％再生基準＝４０％）

連結実質赤字比率は、一般会計等の実質赤字に公営事業会計の実質赤字額及び資金不足額を

加えた連結赤字額を標準財政規模で除して算定されます。

◎ 実質公債費比率（早期基準＝２５％再生基準＝３５％）

実質公債費比率とは、公債費（元利償還金）等が標準財政規模に比して、どの程度の負担で

あるかを表す指標です。比率が基準を超えると地方債の発行が制限されます。

◎ 将来負担比率（早期＝３５０％）

将来負担比率とは、自治体の将来的な財政負担をストック（残高）ベースで表す指標です。

◆資金不足比率

公営企業の資金不足（赤字額）を、事業規模である料金収入の規模と比較し、

経営状況の深刻度を表す指標です。

■健全化判断比率と資金不足比率とは■


